
※R2年国勢調査における年齢別人口構成及び産業別人口構成の数値は、集計結果（原数値）に含まれる｢不詳｣をあん分等によって補完した｢不詳補完値｣である。
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・収支は良い

・債務は少ない

（対象年度：令和４年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

新潟県 燕市

財政力指数 0.61 標準財政規模（百万円） 20,724

R5.1.1人口(人) 77,401 R4年度職員数(人) 564

面積（K㎡) 110.95 人口千人当たり職員数(人) 7.3

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

建設債

実質的な
債務

その他

債務高水準

(単位：千人）

　

H22年 81.9 10.8 13.3% 50.4 61.7% 20.4 25.0% 1.6 3.9% 17.5 42.5% 22.0 53.6%

H27年 79.8 9.9 12.4% 47.0 59.1% 22.7 28.5% 1.7 4.1% 17.6 41.6% 23.0 54.3%

R2年 77.2 8.9 11.5% 44.2 57.3% 24.1 31.2% 1.6 3.6% 17.6 41.2% 23.6 55.2%

構成比
第三次
産業

就業人口
構成比

総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口

全国平均

新潟県平均 28.4%

23.4% 73.4%

66.4%
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%

11.3% 56.0% 32.8% 5.2%

財務状況把握の結果概要

債
務
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還
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関東財務局新潟財務事務所財務課

H30 H30
R4 R4

◆対象団体

◆基本情報

・収支は悪い

・債務は多い
・収支は悪い

・積立金は少ない

・収支は良い

・積立金は多い

◆国勢調査情報
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 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R4年度）

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R4年度における類型区分である。
　 ３．各項目の平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

   ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。
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◆財務指標の経年推移

＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：か月）

（単位：か月） （単位：％）

健全化判断比率 燕市  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 12.43% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.43% 30.00% 

実質公債費比率 13.2% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 88.9% 350.0% -

債務償還可能年数 12.6年 10.8年 10.2年 6.8年 6.0年

実質債務月収倍率 20.2か月 17.8か月 15.0か月 12.3か月 11.1か月

積立金等月収倍率 2.1か月 2.6か月 3.1か月 3.5か月 3.7か月

行政経常収支率 13.3% 13.6% 12.2% 14.9% 15.3%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
（参考）

新潟県
平均値 平均値 平均値

4.7年 4.2年 5.4年

7.1か月 6.1か月 8.0か月

5.1か月 7.5か月 6.2か月

13.1% 13.9% 14.2%

類似団体 全国

類似団体区分

都市Ⅱ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

燕市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

※平均値は、いずれもR4年度
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 10,816 10,944 10,735 10,457 10,922 30.8% 11,681 39.4%

　地方譲与税・交付金 2,155 2,293 2,493 2,992 2,836 8.0% 2,591 8.7%

　地方交付税 7,221 7,124 7,495 8,309 8,260 23.3% 6,028 20.4%

　国（県）支出金等 4,572 4,769 6,610 8,781 8,423 23.8% 7,824 26.4%

　分担金及び負担金・寄附金 1,536 2,799 3,251 3,368 4,446 12.6% 606 2.0%

　使用料・手数料 641 479 324 336 350 1.0% 449 1.5%

　事業等収入 155 177 208 210 184 0.5% 437 1.5%

行政経常収入 27,096 28,586 31,116 34,453 35,422 100.0% 29,615 100.0%

　人件費 4,391 4,292 5,360 5,324 5,406 15.3% 5,303 17.9%

　物件費 5,307 6,072 6,359 6,700 7,725 21.8% 5,375 18.1%

　維持補修費 355 516 1,018 720 734 2.1% 422 1.4%

　扶助費 5,318 5,653 5,305 7,027 5,951 16.8% 7,157 24.2%

　補助費等 4,025 4,091 6,475 6,722 7,384 20.8% 4,731 16.0%

　繰出金（建設費以外） 3,948 3,937 2,700 2,704 2,680 7.6% 2,629 8.9%

　支払利息 137 119 101 97 92 0.3% 104 0.4%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 23,480 24,680 27,317 29,293 29,973 84.6% 25,720 86.8%

行政経常収支 3,616 3,906 3,799 5,159 5,450 15.4% 3,896 13.2%

　特別収入 351 145 8,050 150 174 439

　特別支出 30 4 7,895 － － 179

行政収支（A） 3,937 4,047 3,955 5,310 5,623 4,157

■投資活動の部■

　国（県）支出金 504 520 518 627 906 26.4% 917 35.2%

　分担金及び負担金・寄附金 321 1,616 1,846 1,193 1,181 34.4% 469 18.0%

　財産売払収入 20 114 699 180 28 0.8% 141 5.4%

　貸付金回収 607 558 489 323 332 9.7% 324 12.5%

　基金取崩 433 139 576 785 990 28.8% 752 28.9%

投資収入 1,885 2,947 4,129 3,108 3,437 100.0% 2,603 100.0%

　普通建設事業費 4,911 2,655 3,559 3,846 5,164 150.2% 3,920 150.6%

　繰出金（建設費） 40 21 － － － 0.0% 7 0.3%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 252 9.7%

　貸付金 605 554 500 339 351 10.2% 316 12.1%

　基金積立 193 1,522 1,911 1,189 1,245 36.2% 1,193 45.8%

投資支出 5,748 4,752 5,971 5,374 6,760 196.7% 5,688 218.6%

投資収支 ▲3,863 ▲1,805 ▲1,842 ▲2,266 ▲3,323 ▲96.7% ▲3,086 ▲118.6%

■財務活動の部■

　地方債 4,236 2,154 2,691 2,848 3,088 100.0% 2,119 100.0%

  （うち臨財債等） (1,403) (1,113) (1,059) (1,057) (406) (312)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 4,236 2,154 2,691 2,848 3,088 100.0% 2,119 100.0%

　元金償還額 4,116 4,233 4,309 4,441 4,538 146.9% 3,023 142.6%

　（うち臨財債等） (1,233) (1,272) (1,293) (1,342) (1,390) (1,150)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 4,116 4,233 4,309 4,441 4,538 146.9% 3,023 142.6%

財務収支 120 ▲2,079 ▲1,617 ▲1,594 ▲1,450 ▲46.9% ▲904 ▲42.6%

収支合計 194 163 495 1,450 850 168

償還後行政収支（A-B) ▲179 ▲186 ▲354 868 1,085 1,134

■参考■

実質債務 45,809 42,447 38,945 35,426 32,789 17,656

（うち地方債現在高） (50,265) (48,186) (46,569) (44,975) (43,525) (29,851)

積立金等残高 4,822 6,403 8,233 10,087 11,203 12,762

※類似団体平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
（R4年度）H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

行政経常収入・支出の５か年推移

燕市
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２．資金繰り状況について

　 資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力として
の積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】

　資金繰り状況については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(資金繰り余力としての積立金等の水準)
資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、直近5年間をみると、2.1か月～3.7か月の範囲で推移し、令和4年

度では3.7か月と診断基準(3.0か月)を上回っていることから、積立低水準の状況にはない。
　 なお、令和4年度の積立金等月収倍率3.7か月は、類似団体平均5.1か月と比較すると下回っている。

②フロー面(経常的な資金繰りの余裕度)
　 上記「１．債務償還能力について」②フロー面のとおり、収支低水準の状況にはない。

　債務償還能力については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(債務の水準)
　 債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近5年間(平成30～令和4年度)をみると、11.1か月～20.2か月の範囲で
推移し、令和4年度では11.1か月と診断基準(18.0か月)を下回っていることから、債務高水準の状況にはない。
　 なお、令和4年度の実質債務月収倍率11.1か月は、類似団体平均7.1か月と比較すると上回っている。

②フロー面(償還原資の獲得状況(＝経常的な資金繰りの余裕度))
　 償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、直近5年間をみると、12.2％～15.3％の範囲で推移し、令和4年度で
は15.3％と診断基準(10.0％)を上回っていることから、収支低水準の状況にはない。
　 なお、令和4年度の行政経常収支率15.3％は、類似団体平均13.1％と比較すると上回っている。

 ※債務償還可能年数
　  令和4年度の債務償還可能年数6.0年は、診断基準(15.0年)を下回っている。また、類似団体平均4.7年と比較
 すると上回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行
政経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行ってい
る。

【診断結果】

燕市
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・補正内容

・財務指標の経年推移（補正前）

実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等残高

有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金

現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

収支
低水準

① 行政経常収支率0％以下

② 行政経常収支率10％未満かつ債務償還可能年数15年以上

参考２ 財務指標の算式

・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

債務
高水準

① 実質債務月収倍率24か月以上

② 実質債務月収倍率18か月以上かつ債務償還可能年数15年以上

積立
低水準

① 積立金等月収倍率1か月未満

② 積立金等月収倍率3か月未満かつ行政経常収支率10％未満

参考１ 診断基準

財務上の留意点 診断基準

行政特別支出 R2 7,889 増額補正

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。
　 アンダーラインを付した数値は、計数補正前と計数補正後で変更のあった指標値。

科目 年度 金額 内容 理由

国（県）支出金等 R2 ▲7,889 減額補正 　一過性の特別定額給付金にかかる収入
及び支出が、行政経常収入及び行政経常
支出に計上されているため、それぞれ行
政特別収入及び行政特別支出に整理し
た。

補助費等 R2 ▲7,889 減額補正

行政特別収入 R2 7,889 増額補正

【単位:百万円】

燕市

● 財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

● 計数補正

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
類似団体平均

値
（R4年度）

債務償還可能年数 19.5年 22.8年 13.3年 18.3年 18.1年 12.6年 10.8年 10.2年 6.8年 6.0年 4.7年

実質債務月収倍率 19.9か月 21.3か月 20.1か月 21.0か月 20.5か月 20.2か月 17.8か月 15.0か月 12.3か月 11.1か月 7.1か月

積立金等月収倍率 3.5か月 3.4か月 3.3か月 2.6か月 2.1か月 2.1か月 2.6か月 3.1か月 3.5か月 3.7か月 5.1か月

行政経常収支率 8.5％ 7.7％ 12.5％ 9.5％ 9.4％ 13.3％ 13.6％ 12.2％ 14.9％ 15.3％ 13.1％

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

債務償還可能年数 19.5年 22.9年 13.3年 18.3年 18.1年 12.6年 10.8年 10.2年 6.8年 6.0年

実質債務月収倍率 19.9か月 21.3か月 20.1か月 21.0か月 20.5か月 20.2か月 17.8か月 11.9か月 12.3か月 11.1か月

積立金等月収倍率 3.5か月 3.4か月 3.3か月 2.6か月 2.1か月 2.1か月 2.6か月 2.5か月 3.5か月 3.7か月

行政経常収支率 8.5％ 7.7％ 12.5％ 9.5％ 9.4％ 13.3％ 13.6％ 9.7％ 14.9％ 15.3％
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（１）平成26年度を診断年度とした前回の財務状況把握の結果（振り返り）

（２）前回診断年度以降の貴市の主要分析指標

表１　財務上の問題の有無（平成27～令和4年度）

表２　ふるさと納税寄付額推移（平成27～令和4年度）

【百万円】

燕市３．財務の健全性等に関する事項

●債務償還能力について
　ストック面においては、実質債務月収倍率は21.3か月とやや高く、かつ、債務償還可能年数
は22.8年と長いことから債務高水準という状況にあった。また、フロー面においても、行政経
常収支率は7.7％とやや低く、かつ、債務償還可能年数は上述のとおり長いことから収支低水
準という状況にあった。
　以上のことから、平成26年度を診断対象年度として実施した前回のヒアリングでは、債務償
還能力について留意すべき状況にあった。

●資金繰り状況について
　ストック面においては積立金等月収倍率は3.4か月であり、フロー面は上述のとおりやや低
いものの、両指標を合わせて見れば、積立低水準の状況にはなかった。
　以上のことから、平成26年度を診断対象年度として実施した前回のヒアリングでは、資金繰
り状況について留意すべき状況にはなかった。

　5頁の財務指標の経年推移のとおり、貴市の平成27年度以降の財務指標は、平成28・29年度
は債務高水準・積立低水準・収支低水準の状況にあったものの、平成30年度以降は診断基準に
該当していない。なお、実質債務月収倍率は平成30年度においてやや高い水準、積立金等月収
倍率は平成30年度・令和元年度においてやや低い水準となっていたが、いずれの指標も良化し
ている。
　良化の背景としては、令和元年度以降の地方債現在高の減少による実質債務の減少、ふるさ
と納税収入の増加等を背景とした積立金等残高や行政経常収入の増加が主因であると考えられ
る。

○：診断基準に該当せず
×：診断基準に該当

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

債務系統 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○

積立系統 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○

収支系統 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

586
（県内１位）

582
（県内１位）

969
（県内１位）

1,684
（県内１位）

4,237
（県内１位）

4,902
（県内１位）

4,443
（県内２位）

5,495
（県内１位）
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（３）類似団体との比較で見る貴市の財務の特徴

①行政経常収入

②行政経常支出

燕市３．財務の健全性等に関する事項

　図3のとおり平成30～令和4年度における人
口一人あたりの各支出科目の金額を類似平均
と比較すると、補助費等や物件費などで上
回っていることが特徴として挙げられる。
　特に補助費等で大きく上回っており、下水
道事業会計への繰出比率（令和4年度：
4.40％）が類似平均（令和4年度:3.29％）を
上回っていることが要因の一つと考えられ、
適切な使用料設定等改善に向けた取組を進め
ていくことが望まれる。
　上記の補助費等の状況を主因として行政経
常支出合計は類似平均を上回っているもの
の、ふるさと納税収入や地方交付税等を主因
として行政経常収入合計が類似平均を上回っ
ていることから、行政経常収支は類似平均を
上回っている。
　その結果、行政経常収支率は令和4年度に
おいて15.3%と類似団体平均の13.1%を上回る
状況にある。

図3　住基人口に対する支出科目の状況
（H30～R4の平均値・類似団体平均比較）

　図1のとおり平成30～令和4年度における人口一人あたりの各収入科目の金額を類似団体平均
（以下、類似平均）と比較すると、地方交付税、国（県）支出金等（行政収支の項目）で上
回っている一方、固定資産税（償却資産）や個人住民税等で下回っていることが特徴として挙
げられる。
　特に固定資産税（償却資産）は大きく下回っており、貴市は金属洋食器は全国シェアの90％
を超えているなど金属製品製造業の中心地であり、事業所数は県内5位（※）と多いものの、事
業規模の小さい企業の割合が多く、償却資産の入替が鈍いことが影響しているものと考えられ
る。なお、図2の県内平均と比較しても大きく下回っている。

図1　住基人口に対する収入科目の状況
（H30～R4の平均値・類似団体平均比較）

図2　住基人口に対する収入科目の状況
（H30～R4の平均値・県内平均比較）

 （※）令和3年経済センサス－活動調査（確報）産業横断的集計による
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【注】令和4年度との比較における増加又は減少見通し。

行政経常収支(D－E) ○
　行政経常収入は減少見通し、行政経常支出は増加見通しであることか
ら、行政経常収支は減少する見通し。

※有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金
　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

行政経常収入(D) ○
　合併特例債や臨時財政対策債等交付税措置の高い地方債現在高の減少
による地方交付税の減少や、評価替の影響を見込んだ固定資産税の減少
による地方税の減少を主因として、行政経常収入は減少する見通し。

行政経常支出(E) ○
　高齢化に伴う医療費給付増加や保育士確保のための奨学金補助等子育
て支援経費増加による扶助費の増加や、会計年度任用職員等の給与増加
による人件費の増加を主因として、行政経常支出は増加する見通し。

積立金等残高(C) ○
　歳入歳出差引の減少による財政調整基金の取崩しや歳計現金の減少を
主因として、積立金等残高は減少する見込み。

実質債務(A＋B－C) ○
　地方債現在高と積立金等残高はともに減少する見込みであるが、積立
金等残高の減少を上回る地方債現在高の減少が見込まれることから、実
質債務は減少する見通し。

地方債現在高(A) ○

　小池中学校長寿命化改修事業、分水公民館大規模改修事業等大型事業
の実施による地方債の発行が見込まれるものの、地方債現在高の約7割
を占める合併特例債・臨時財政対策債の償還が進むことから、元金償還
額が地方債発行額を上回り、地方債現在高は減少する見込み。

有利子負債相当額(B) ○
　施工業者の人員不足等を受け、年間における公共事業の施工時期の平
準化を進めていくことを見込んでいることから、債務負担行為に基づく
支出の増加が見込まれ、有利子負債相当額は増加する見込み。

令和10年度

増加（又は減少）見通しの主な要因の見通し【注】

増加 横ばい 減少

策定時期 　令和6年3月

確認方法

　計画最終年度（令和10年度）の4指標（※）を算出することができないため、地方債現在高、有
利子負債相当額、積立金等残高、行政経常収入、行政経常支出など4指標の算出に必要な各科目の
増減見通しをヒアリングにより確認。
（※）4指標
　　債務償還可能年数、実質債務月収倍率、積立金等月収倍率、行政経常収支率

計画名 　燕市の中期財政見通し（計画期間:令和6年度～令和10年度）

燕市

　（４）今後の見通し

項目 内　容
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今後の財政運営
について

１．将来の4指標の推移について
　貴市は診断対象年度（令和4年度）においては、4指標（債務償還可能年数、実質債務月収倍率、
積立金等月収倍率、行政経常収支率）とも5頁に記載の診断基準に該当せず、債務償還能力及び資金
繰り状況について留意すべき状況にはない。
　しかしながら、貴市が策定した財政見通しによると、計画最終年度にかけて、4指標は実質債務月
収倍率を除いて悪化する見通しとなっている。
　4指標のうち、特に行政経常収支率については、行政経常収入の減少及び行政経常支出の増加が見
込まれていることから大幅に悪化する見通しとなっており、また、診断基準年度において類似団体
平均（5.1か月）と比較して低い水準（3.7か月）にある積立金等月収倍率も積立金等残高の減少を
要因に悪化する見通しとなっていることから、計画最終年度においては積立低水準となる恐れがあ
る。

２．持続可能な行財政運営に向けた取組みについて
　上記１のように、今後厳しい財政運営が見込まれる中、貴市は令和5年3月に策定した「第3次燕市
総合計画（令和5～12年度、以下「総合計画」）」において、急速な人口減少に歯止めをかけ、地域
経済・社会の活性化を推進するため、地方創生に向けた各種施策に取り組むとしている。具体的な
取組みとしては、基幹産業である製造業従事者の職場環境改善を行うことを目的とした工場等遮熱
断熱促進事業等の産業振興策や、全天候型子ども遊戯施設の整備や不妊治療費助成等の子育て支援
策など定住人口戦略等を推進していくとしている。
　また、総合計画と計画期間を同一とする「第3次燕市行政改革推進プラン（以下「推進プラ
ン」）」を総合計画を着実に推進するための指針として策定している。推進プランにおいては、総
合計画における各種施策の進捗管理に加えて、進捗状況や事業効果を踏まえた事務事業の見直しに
よる歳出の削減、ネーミングライツ制度の導入による自主財源の確保など行財政改革にも取り組ん
でいくとしている。
　総合計画における定住人口戦略等の地方創生の取組は、中長期的には減少見込みである地方税収
入等行政経常収入の確保につながるものと考えられる一方、支出の増加も伴うものであり、貴市の
財政見通しにおいても行政経常収入が減少し、行政経常支出が増加する見通しとなっている。
　貴市の財政の現状では、いわゆる「燕三条ブランド」の浸透に伴い、ふるさと納税額が増加して
いるが、引き続き緊張感をもって、各種取組の進捗管理・費用対効果の検証を定期的に行い、必要
に応じて事業の見直しを行うなど、総合計画と推進プランの両輪で持続可能な行財政運営を進めて
いくことが望まれる。

燕市

【その他留意点等】

項目 内容

償還後行政収支
について

　
　
　貴市の償還後行政収支（＊1）は、直近10年間（平成25～令和4年度）において、令和3・4年度を
除いて赤字となっている。
　償還後行政収支の赤字は、当期の行政収支（＊2）のみでは地方債の元金償還額（財務支出）を満
たしていないことを示すものであり、償還に際して、新規の債務発行もしくは積立金の取り崩しが
必要となることを意味している。なお、令和3・4年度については国庫支出金や地方交付税等の増加
を主因に行政収支が増加し、償還後行政収支が黒字に転じている。
　公債費については令和4年度がピークとなっており、今後は減少見込みであるものの、貴市の中期
財政見通し（令和6～10年度、以下「財政見通し」）によると、計画最終年度（令和10年度）にかけ
て、扶助費・人件費の増加、地方交付税・地方税の減少を主因に行政収支が悪化する見通しとなっ
ており、償還後行政収支が赤字となる懸念がある。
　そのため、資金繰りに支障が生じることがないよう、財務支出の推移を注視しつつ、収入増加や
支出削減による行政収支の改善及び新発債の抑制による公債費の減少に取り組むことが望まれる。
 
＊1：償還後行政収支＝行政収支－財務支出
＊2：行政収支＝行政経常収支＋行政特別収支

●償還後行政収支の推移(平成25～令和4年度） 【百万円】
H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

2,115 2,063 2,975 2,550 2,625 3,937 4,047 3,955 5,310 5,623

2,955 3,224 3,342 3,664 3,742 4,116 4,233 4,309 4,441 4,538

▲ 841 ▲ 1,161 ▲ 366 ▲ 1,114 ▲ 1,118 ▲ 179 ▲ 186 ▲ 354 868 1,085償 還 後 行 政 収 支

財 務 支 出

行 政 収 支
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